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平成 28 年３月 11 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 ｇ ｕ ｍ ｉ 

代 表 者 名 代表取締役社長 國 光 宏 尚 

    （コード番号：3903 東証市場第一部） 

問 合 せ 先 代表取締役副社長 川 本 寛 之 

（ TEL. 03-5358-5322） 

 

海外子会社の再編及び特別損失の発生に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社グループの海外子会社の再編について下記のとおり決議いたしまし

たので、お知らせいたします。また、当再編に伴い、平成28年４月期第４四半期決算において、下記のとおり特

別損失を計上する見込みとなりましたので、あわせてお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．海外子会社再編の目的 

当社グループは、平成24年より、モバイルオンラインゲームのグローバルなコンテンツ配信網の構築及び海外

における地産地消タイトルの開発体制の構築を図るべく、積極的な海外展開を行ってまいりました。 

自社・他社タイトルの海外配信に関しては、各地域に根ざしたローカライズ及びマーケティングの徹底によりグ

ローバルなコンテンツ配信網を構築し、「ブレイブ フロンティア」等のヒットタイトルを展開することができま

した。一方、海外における地産地消タイトルの開発も積極的に行ってまいりましたが、今般、各海外子会社におけ

る開発タイトルのクオリティを精査した結果、選択と集中により経営資源の最適化を図る必要があると判断し、一

部海外子会社の事業撤退及び事業縮小を決定いたしました。 

当再編により、引き続き海外事業における収益力の更なる強化を図ってまいります。 

 

 

２．海外子会社再編の内容 

 

（１）事業撤退を行う子会社の概要 

 

（１）名 称 gumi Canada,Inc.  

（２）所 在 地 
Metrotower II, 4720 Kingsway, Suite 2330, Burnaby, BC, V5H 4N2, 

Canada 

（３）事 業 内 容  モバイルオンラインゲームの開発・運用 

（４）代 表 者 の 氏 名 國光 宏尚 

（５）資 本 金 300千カナダドル 

（６）設 立 年 月 日 平成26年８月13日 

（７）大株主及び持株比率 当社 100% 

（８）再 編 内 容  営業活動の停止 
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（１）名 称 gumi Germany GmbH 

（２）所 在 地 Oranienplatz 2, 10999 Berlin, Germany 

（３）事 業 内 容  モバイルオンラインゲームの開発・運用 

（４）代 表 者 の 氏 名 國光 宏尚 

（５）資 本 金 240千ユーロ 

（６）設 立 年 月 日 平成27年１月29日 

（７）大株主及び持株比率 当社 100% 

（８）再 編 内 容  営業活動の停止 

 

 

（２）事業縮小を行う子会社の概要 

 

（１）名 称 gumi America,Inc. 

（２）所 在 地 795 Folsom Street 1st Floor, San Francisco, CA 94107 

（３）事 業 内 容  モバイルオンラインゲームの開発・運用 

（４）代 表 者 の 氏 名 川本 寛之 

（５）資 本 金 525千米ドル 

（６）設 立 年 月 日 平成24年４月６日 

（７）大株主及び持株比率 当社 100% 

（８）再 編 内 容  

開発拠点であるオースティン支社を閉鎖 

サンフランシスコにおける、ビジネスディベロップメント、マーケティ

ング及び投資機能は維持 

 

（１）名 称 谷米信息技術(上海)有限公司 

（２）所 在 地 上海市黄浦区北京西路１号新金桥广场５B 

（３）事 業 内 容  モバイルオンラインゲームの開発・運用 

（４）代 表 者 の 氏 名 國光 宏尚 

（５）資 本 金 1,000千米ドル 

（６）設 立 年 月 日 平成24年８月16日 

（７）大株主及び持株比率 香港谷米有限公司  100% 

（８）再 編 内 容  人員数の適正化 

   ※香港谷米有限公司は、当社の100%出資会社であります。 
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３．連結業績に与える影響 

 当再編による、売上高に与える影響は極めて軽微であります。業績に与える影響につきましては、本日公表の「平

成28年４月期第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」をご参照ください。 

 なお、当再編により、平成 28 年４月期第４四半期連結会計期間において、海外子会社の整理に係る損失として

約360 百万円の特別損失を計上する見込みであり、平成29 年４月期以降のコスト削減額は、年間約1,100 百万円

を見込んでおります。 

 

以  上 


